
厚生労働科学研究費補助金 （女性の健康の包括的支援政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

市町村における好事例集作成に関する研究 

 

研究分担者 磯 博康 大阪大学医学系研究科公衆衛生学教室 

 竹田 省 順天堂大学医学部産婦人科学講座 

 野田（池田） 愛 順天堂大学医学部公衆衛生学講座 

   

研究協力者 谷川 武 順天堂大学大学院医学研究科公衆衛生学講座 

 丸山 広達 順天堂大学大学院医学研究科公衆衛生学講座 

 鈴木 有佳 順天堂大学大学院医学研究科公衆衛生学講座 

 池田 里美 順天堂大学大学院医学研究科公衆衛生学講座 

 

 

Ａ．研究目的 

女性の健康と社会決定要因との関連に

ついては国内外で研究が行われており(1-

3)、日本におけるエビデンスの整理およ

び構築は、本班の別の分担研究において

も行われているところである。しかし、

現状では実際にそのエビデンスを活用し

た全国的な政策は未だ立てられていな

い。そこで、本研究においては、今後の

日本全体における、社会決定要因に応じ

研究要旨 

市区町村における社会決定要因に応じた女性のライフステージ毎の健康支援に関

する取り組みについて、全国の市区町村を対象に質問票調査および聞き取り調査を

実施し、好事例を収集した。対象となる自治体は、死亡率ならびに社会経済状況を

考慮し、多様な自治体を選定した。 

調査の結果、女性の社会・経済状態が悪い多くの地域では、社会的サポートを得

られていない若年出産が問題視されており、保健行政と教育機関等が連携して対応

に当たっていること、一方、女性の社会・経済状態の良い地域では、出産後の女性

を対象としたメンタルヘルス支援事業を実施している自治体の割合が高いことが明

らかとなった。39 歳以下の若年層を対象とした健康診断は、重症化予防対策の観点

から多くの市町村で重要性が認識され、女性の社会・経済状態や死亡率に関わら

ず、84%の市町村が実施していた。また、中年層以上の女性の健康支援としては、

死亡率の低い地域で特定健診利用率・特定保健指導終了率が高く、中でも、女性の

社会・経済状態の悪い地域において特定保健指導終了率が顕著に高かったことか

ら、重点的に特定保健指導終了率を上昇させることが、環境に恵まれない特定健診

世代の女性の健康にも寄与する可能性が考えられる。 

以上より、女性の社会・経済状態の悪い地域においては特に、学校教育における

性教育、生活習慣が固定化される前の 39 歳以下人口を対象とした健康支援、特定保

健指導終了率の向上、および、市役所・保健所内の部署間連携をはじめ、教育機

関・医療機関等も含めた保健行政部門内外での連携が重要であることが示された。 
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た女性の健康支援政策の立案に資するべ

く、これまでに実施されてきた関連分野

の研究を参考に、質問票調査および聞き

取り調査を通じ、市区町村における社会

決定要因に応じた女性のライフステージ

毎の健康支援に関する取り組みについ

て、好事例を集めることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

市区町村を対象に、女性のライフステ

ージ毎の社会・経済状態に応じた疾病予

防および健康増進に関する取り組みにつ

いて、質問票調査および聞き取り調査を

実施した。 

質問票作成にあたっては、少子高齢化

に伴う人口構造の変化および地域特性を

考慮するため、事前に東京都文京区、東

京都新宿区（女性の健康保健センタ

ー）、東京都江東区、兵庫県尼崎市、大

阪府立母子保健総合医療センター、茨城

県筑西市、秋田県井川町といった都市部

から農村部までを対象に聞き取り調査を

行い、自治体や自治体の取組を支援して

いる民間団体による、周産期・更年期精

神保健ケアを含む女性の健康増進のため

の施策の実態を把握した。その結果、女

性の健康支援に特化した部署の設置、他

部署との協力体制の構築、出産後の母親

を対象とした健康支援、特定健診未受診

者への受診勧奨の階層化、40 歳未満の住

民を対象とした生活習慣病予防健診の実

施が好事例として抽出された。その他、

自治体の人口規模が施策に大きな影響を

与えるため、考慮すべきとのコメントも

得られた。上記聞き取り調査結果およ

び、周産期および更年期におけるメンタ

ルヘルス支援の重要性を考慮し、磯らが

厚生労働科学研究（平成 24-26 年度）に

おいて作成した、市町村を対象とした

「健康づくりへの住民参加促進ハンドブ

ック」(4)を参考に、質問票（総括報告書

添付資料）を作成した。質問項目は、女

性の健康支援に関する部署・予算等につ

いての取り組みの概要から、周産期の女

性を対象とした取り組み、更年期の女性

を対象とした取り組み、婦人科系のがん

検診受診率向上のための取り組み、15-39

歳の人を対象とした健康支援の取り組

み、特定健診・特定保健指導の実施方法

ならびに実施状況について（受診率・保

健指導終了率を含む）に至るまで、女性

のライフコースに沿って幅広く設定し

た。 

また、事前聞き取り調査を行った範囲

では、自治体内において、住民や地域の

多様な社会・経済状態に応じたオーダー

メイドな対策を講ずることは難しいとい

う声が一様に聴取された。したがって、

質問票の配布時には、社会・経済状態の

多様性を反映した女性の健康支援の現状

を把握するため、全国の市区町村ごとに

女性のおかれている社会・経済状態を把

握し区分分けすることで、質問票配布対

象地域を選定することとした。 

まず、各市区町村において、女性の死

亡率と関係する社会・経済要因を特定す

るため予備解析を行った。社会・経済要

因の項目は、米国において各州における

女性の社会・経済要因と死亡率との関連

を示した Kawachi(3)らの論文を参考に抽

出し、日本において一般に公開されてい

る公的統計情報を用いた。その結果、女

性業主率（対就業状況にある女性人

口）、大学卒業以上女性率（対小学校以

上卒業女性）、女性就業率（対 15 歳以上

女性人口）、就業者における女性の割合

（対全就業者）(5)、市区町村財政力指数

(6)、賃金男女比（産業計、都道府県別）

(7)、生活保護被保護率（40-74 歳女性、

対 40-74 歳女性人口、都道府県別）(8)の
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7 項目において、女性死亡率（全死因、

市町村別、40-74 歳女性）(9)との相関が

認められた。 

尚、女性の社会・経済状態と特定健診

受診率との関連についても解析を行った

が、関連は見られなかった。 

上記予備解析結果を基に、アンケート

送付対象地域の選定のための解析を実施

した。具体的には、2010 年国勢調査(5)

において 40～74 歳の女性人口が 1000 人

以上であった市区町村を人口中央値で二

群に分けた後、予備解析において死亡率

と相関のあった女性の社会・経済状態 7

項目について、各群において下位四分の

一となる市区町村にそれぞれ 1 ポイント

を付与し、合計スコア（0～7 点）を計算

した。この合計スコアと女性死亡率（全

死因、市町村別、40-74 歳女性）との関

係を図 1 に示す。合計スコアは、点数が

小さいほど女性の社会・経済状態が良い

ことを表し、点数が小さい自治体ほど、

女性死亡率が低いことが示されている。

次に、各群における 40-74 歳女性におけ

る死亡率（全死因）を低い方から 10%ご

とに区切り、上述の合計スコアとの比較

を行った。過去の実績から、質問票の回

答率を 60%程度と想定し、好事例集作成

のために十分なサンプル数を集めるため

に送付先を検討した結果、 

・ グループ 1：合計スコアが 4 点以上

かつ死亡率が下位 40%のグループ

（71 市区町村） 
・ グループ 2：合計スコアが 4 点以上

かつ死亡率が上位 10%のグループ

（69 市区町村） 
・ グループ 3：合計スコアが 0 点かつ

死亡率が下位 10%のグループ（53
市区町村） 

・ グループ 4：合計スコアが 0 点かつ

死亡率が上位 20%のグループ（54

市区町村） 
計 247 市区町村を抽出した（図 2）。この

うち、政令指定都市の区部は保健行政を

担う市を送付先とし、また、東日本大震

災による影響で全地域避難対象となって

いる市町村へは質問票を送付しないこと

とした結果、241 市町村を最終的な質問

票送付先として選定し、回答を依頼し

た。 

 その上で、回収した質問票への記載内

容から、市町村において実施されている

女性の各ライフステージにおける健康支

援の好事例を抽出し、下記、好事例集に

記すと共に、特筆した取り組みを実施し

ている自治体については、市町村担当者

を対象に、訪問にて聞き取り調査を実施

し、取り組みの詳細を伺った。尚、聞き

取り調査対象の自治体の選定について

は、自治体の規模や特性等を考慮し、幅

広く選定するため、自治体の人口および

産業構造に基づいた類似団体(10)が分散

するように選定した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究では公表されたデータ、及び匿

名化のうえ提供された人口動態統計のみ

を使用しているため倫理的な問題は生じ

ない。 

 

Ｃ．研究結果 

 質問票を送付した 241 市町村のうち、

167 市町村（69.3%）から回答を得た（図

3）。回答率は、女性の社会・経済状態が

良く、死亡率の低いグループ 3 が一番高

く 78.0%だった。 

 以下に、質問票調査および聞き取り調

査によって明らかになった、自治体にお

ける女性のライフステージごとの健康支

援に関する取り組みの全体像、そして抽

出した好事例およびその取り組みに至っ
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た背景を示す。 

【女性の健康支援 概況】 

女性の健康支援に関して、何らかの取

り組みをしていると回答した市町村は、

本問に関する有効回答数 163 のうち、

108 自治体（66.7%）であり、グループ間

での大きな差はなかったことから、多く

の自治体において、女性の健康支援に取

り組む姿勢があることが示された（図

4）。 

 

【周産期】 

概要： 

新生児の全戸訪問はどのグループも

80%以上の自治体において実施されてお

り、出産直後の母親へのアプローチ環境

は殆どの自治体において作られているこ

とが示唆される。一方で、出産後の女性

を対象としたメンタルヘルス支援事業を

実施している自治体の割合については、

グループによって大きく差が見られ、概

して女性の社会・経済状態の悪い地域で

は低く、良い地域では高い傾向が見られ

た。特に、女性の社会・経済状態が良く

死亡率の低いグループ 3 においては、

94.6%の自治体が出産後の女性を対象と

したメンタルヘルス支援事業を実施して

いると回答しており、他のグループと比

較して群を抜いて高かった。しかし、ヒ

アリング調査を実施した女性の社会・経

済状態の悪い地域においては、産後うつ

を発症する母親の増加が見られたことか

ら、妊産婦を対象としたメンタルヘルス

支援の必要性を感じ、取り組みを始めた

地域が複数存在した。また、同様の地域

において、自治体および教育機関が、本

人およびその親が貧困状態にあり、社

会・経済状態の悪い若年妊娠者が増加し

ている印象を持ち、対策の必要性を感じ

た結果、多組織が連携して学校での性教

育を実施している自治体も複数見られ

た。 

 

好事例： 

・ 妊娠届にて精神疾患の既往歴を聞

き、必要に応じて妊娠中から母親を

支援 
・ 新生児訪問時に全産婦を対象にエジ

ンバラ産後うつ質問票にて産後うつ

のスクリーニングをし、個別に相

談・訪問等にて支援（背景：産前産

後の精神状態が悪い妊婦の増加が見ら

れた） 
・ 産院と自治体とで情報共有を行い、

産院にて実施されたエジンバラ産後

うつ質問票の結果により、退院後の

すみやかな支援につなげる（産院と

の連携） 
・ 住民票が他自治体にある里帰り出産

をした母親についても、住所地から

依頼書を取り寄せ、メンタルヘルス

支援のための訪問を行う 
・ 出産後の母親のサポートを充実（病

院助産師等と連携、育児サロン利用

券無料配布）（背景： 産科の閉鎖等で

市内での出産が不可能になり、妊産婦

支援の充実が必要となった） 
・ 乳幼児健診時や幼稚園・保育園の送

迎時に、乳がん・子宮がん検診の受

診勧奨（愛育委員・子育て支援セン

ター等と連携） 
・ 小・中・高等学校に助産師を派遣

し、性教育を実施（教育委員会等と

の連携） 
・ 保育所・幼稚園・小学校・中学校に

管理栄養士等を派遣し、「親子クッ

キング教室」等を開催して、幼少時

からの栄養教育および母親への栄養

教育 
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【若年層（15-39 歳）】 

概要： 

特定健診対象年齢以前である 39 歳以

下の若年層を対象とした健康への取り組

みは、重症化予防対策の観点から、多く

の市町村で実施されており、各グループ

80%前後の市町村において実施されてい

た（164 自治体中 137 自治体、83.5%）。 

聞き取り調査対象とした市町村におい

て、若年層対象健診の重要性を強調する

声が多く聞かれた。背景としては、平成

20 年度から特定健康診査（特定健診）を

実施する中で、重症化した生活習慣病罹

患者が多く認められ、自治体担当者が 40

歳からの健診受診では遅いと気付いたこ

とが挙げられる。これら自治体において

は、教育機関卒業後の 10 代後半もしく

は 20 代から健診受診の機会を提供し、

住民に若年世代からの健診受診習慣をつ

けることで、将来の生活習慣病発症およ

び重症化の予防を図っていた。 

 

好事例： 

・ 16-39 歳の住民を対象に健診申込書

全戸配布 
・ 若年者健診においても特定健診と同

一の判定基準を用い、特定保健指導

と同様の指導を実施 
→その結果、若年層の方が特定健診

世代に比べ、生活習慣等の行動変容

を起こしやすいことが判明した。 
・ 若い世代から(30 歳代～)骨粗しょう症

健診を実施 
・ 乳幼児健診時に口頭での健康診断およ

びがん検診の受診勧奨を実施 
・ 国民保険加入者のみならず、社会保険

加入者も対象とした健診を実施 
・ 会場での託児サービスの実施 
 

 

【更年期】 

概要： 

更年期の健康障害に関する自治体の取

り組みは概して活発でなく、質問票調査

においても、更年期におけるメンタルヘ

ルス支援に関する取り組みを実施してい

る市町村はどのグループでもごく少数で

あり（26 市町村/141 市町村、18.4%）、

グループ間での大きな差も見受けられな

かった（図 6）。その他、更年期について

実施されている事業は、骨粗しょう症健

診や骨粗しょう症予防のための体操・料

理教室が主であった。 

更年期の女性を対象とした健康支援が

積極的に行われていない現状について、

自治体からは、更年期は個人によって症

状にばらつきがあり、また男女差も乏し

いため、健康相談等の窓口はあるものの

更年期に特化した事業としては立ち上が

っておらず、支援が希薄になってしま

う、という声が聞かれた。 

 

【中高年（特定健診・特定保健指導）】 

概要： 

対象地域の女性の特定健診受診率は全

体で 41.5%であるが、中でも、死亡率の

低い地域（グループ 1, 3）においては、

死亡率の高い地域（グループ 2, 4）に比

べて、特定健診受診率が高かった。特に

特定保健指導終了率は女性の社会・経済

状態の悪い地域（グループ 1）において

顕著に高かった（図 7）。同様の傾向は全

体として各利用率は女性よりも低いもの

の、男性にも見られることから（図 8）、

男女共通して特に重点的に特定保健指導

終了率を上昇させることが、環境に恵ま

れない特定健診世代の女性の健康にも寄

与することが考えられる。 
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好事例： 

・ 特定健診担当部署（年金部門および

健診部門）の一元化を行い、受診・

保健指導の勧奨に従事する保健師を

集約、効率化を図った 
・ 健診期間前に医療機関を訪問し、健

診受診・保健指導の勧奨を依頼 
・ 人間ドックおよび疾病治療のために

医療機関を受診している特定健診未

受診者の健診データ該当部分を、医

療機関を介して把握（医療機関との

連携） 
・ 40 歳・新規受診対象者に対して保健

師による受診勧奨 
・ 40 歳を対象に特別な健診プログラム

「40 歳人間ドック」提供 
・ 受診券・健診案内封筒は目立つよ

う、また住民に覚えてもらうよう、

毎年色を統一 
・ 被保険者証と受診券が一体型となっ

ており、保険証更新時に直接対象者

に受診勧奨 
・ 未受診理由に関するアンケート調査

を実施した結果、健診実施日等を改

善（年金課と連携） 
・ 前年度未受診者には職員が訪問し、未

受診理由を含めた状況把握を実施 
・ 過去 3～5 年の受診状況で住民をグ

ループ分けし、グループの特徴に合

わせた内容によって受診勧奨 
・ 特定健診受診履歴とレセプトの有無

により対象者のグループ分けを行

い、文書による受診勧奨を実施 
・ 地区毎の受診率を比較し、低受診率

地区に対し訪問による受診勧奨を実

施 
・ 市役所の本庁職員ではなく、地域住民

からも顔の分かる地域支所の職員によ

る電話勧奨を実施 
・ 特定健診の個別健診会場（医療機関）に

加え、集団健診会場にも産婦人科医を

派遣し、婦人科がん検診車にて婦人科

がん検診を同時実施 
・ 「すこやかな食べ方教室」で糖尿病

予防。特定健診の結果が悪かった者

に対し、重点的に広報。 
→講座のネーミングを工夫すること

で、参加者が増加した。 
 

Ｄ．考察 

 女性の健康支援は、多くの自治体によ

って取り組まれているものの、女性に特

化した健康支援は主に周産期の支援に限

定されており、現状ではライフステージ

ごとに、生涯を通じた健康支援には至っ

ていないことが明らかとなった。 

周産期女性へのうつ症状のスクリーニ

ング等を用いた健康支援は、女性の社

会・経済状態が良い市町村において、高

い頻度で取り組まれていた。しかし、女

性の社会・経済状態の悪い地域において

も、産後うつの増加が認められたことか

ら支援の必要性を感じ、医療機関との連

携を含め、先進的に取り組みを行ってい

る自治体が存在した。これら自治体の多

くは、近年、周産期女性に対する健康支

援を開始したばかりであり、評価には更

なる観察が必要と考えられる。 

若年者健診については、多くの自治体

がその重要性を認識していた。この点、

女性に関しては、周産期に医療機関なら

びに自治体の保健行政と関わる機会が多

く、それを受診勧奨の機会と捉え、自治

体内において母子保健部門と成人保健部

門が連携し、受診勧奨を行う自治体が多

く存在した。今後は、妊産婦以外の若年

女性へのアプローチについても検討する

必要がある。 

近年、社会・経済的に窮地に立ち、十

分な社会的サポートを受けられていない
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若年妊婦が各地で問題となっており、自

治体の中には教育機関・助産師会等との

連携協議会を設置し、学校における性教

育を重点的に実施している地域が存在し

た。社会的な側面も考慮した女性の健康

支援には、教育現場における性教育の視

点も必要と考えられる。 

また、中年層以上を対象とした健康支

援に関しては、男女共通の生活習慣病予

防対策である特定健診および特定保健指

導に重点が置かれており、女性の社会・

経済状態に関わらず、死亡率の低い市町

村では、特定健診受診率、特に特定保健

指導終了率が高く、受診率向上のための

取り組みが工夫されていた。一方、更年

期女性についての健康支援に取り組んで

いる市町村は非常に少ないことが明らか

となった。更年期は精神状態が不安定に

なりやすい。その結果、うつ症状を示す

リスクが上がるとの報告がある(11)。健

康支援の一環として更年期のメンタルヘ

ルス支援に取り組むことが難しいのであ

れば、精神保健の分野で支援を行うこと

も一案と考えられる。今後は、ニーズの

把握も含め、自治体において実施可能な

更年期支援について、検討を進める必要

がある。  

 

Ｅ．結論 

 核家族化に代表される、現代日本にお

ける人間関係の希薄化に伴い、若年妊婦

が以前に増して社会的支援を受けられ

ず、社会的に困難に陥っている現状が、

本研究において詳細調査対象となった多

くの市町村から聴取された。同時に、女

性の社会・経済状態の悪い自治体におい

ては、高齢化が急速に進んでいる現状も

あり、日本の近未来像を映していると考

えられる場面もあった。人口減少局面に

ある日本においては、自治体職員も限ら

れる中、今後、更なる業務の効率化が求

められる。限られた人的資源を活用し、

日本の女性全体の健康増進につなげるた

めには、長期的影響の大きい若年女性の

健康を社会的に守る必要がある。そのた

めには、女性の社会・経済状態の悪い地

域においては特に、学校教育における性

教育、生活習慣が固定化される前の 39

歳以下人口を対象とした健康支援、特定

保健指導終了率の向上、および、市役

所・保健所内の部署間連携をはじめ、地

域の教育機関・医療機関等も含めた保健

行政部門内外での連携が重要である。そ

の連携においては、健康・経済・教育と

多分野包括的に対策を練る必要があり、

自治体において多岐にわたる業務を行う

保健師が果たす役割は大きい。 
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図 1 市区町村における社会経済状況と女性死亡率 

 

 

図 2 死亡率・社会経済状況グループ 
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図 3 調査票回収率 

 

 

図 4 女性の健康支援に関する取り組み実施率 
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図 5 出産後女性対象のメンタルヘルス支援事業実施率 

 

 

図 6 更年期の女性を対象とした取り組み実施率 
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図 7 特定健診受診率・特定保健指導利用率（女性のみ） 

 

 

 

図 8 特定健診受診率・特定保健指導利用率（男性のみ） 
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特定健診・特定保健指導の受診率（女性のみ）

特定健診受診率 特定保健指導利用率 特定保健指導終了率

％
H25～H27平均値

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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特定健診・特定保健指導の受診率（男性のみ）

特定健診受診率 特定保健指導利用率 特定保健指導終了率

％
H25～H27平均値

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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特定健診受診率（男女計）
％
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41.5 42.7

36.5

46.2

41.1

0

20

40

60

80

100

全体 1 2 3 4

特定健診受診率（女性のみ）
％ H25～H27平均値

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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特定保健指導利用率（男女計）
％

H25～H27平均値

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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特定保健指導利用率（女性のみ）
％ H25～H27平均値
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特定保健指導終了率（男女計）％

H25～H27平均値

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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特定保健指導終了率（女性のみ）
％ H25～H27平均値

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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受診券の配布方法・時期に工夫をしている自治体（特定健診）
％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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健診案内の方法（受診券配布以外、特定健診）

訪問 ﾊｶﾞｷ 手紙 電話 ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 既存の住民組織

％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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癌検診を特定健診と同時に実施している自治体
％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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子宮頸がん・乳がん検診を特定健診と同時に実施している自治体

子宮頸がん 乳癌

％
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低 高 低 高 死亡率
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大腸がん検診を特定健診と同時に実施している自治体

個別健診（医療機関健診）なし 個別健診（医療機関受診）あり

％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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肺がん検診を特定健診と同時に実施している自治体

個別健診（医療機関健診）なし 個別健診（医療機関健診）あり

％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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胃がん検診を特定健診と同時に実施している自治体

個別健診（医療機関健診）なし 個別健診（医療機関健診）あり

％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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子宮頸がん検診を特定健診と同時に実施している自治体

個別健診（医療機関健診）なし 個別健診（医療機関健診）あり
％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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乳がん検診を特定健診と同時に実施している自治体

個別健診（医療機関健診）なし 個別健診（医療機関健診）あり

％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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法定外の検査項目を実施している自治体（特定健診実施上の工夫）
％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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健診会場の拡大を行っている自治体（特定健診実施上の工夫）
％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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受診者による健診会場選択が可能な自治体

（特定健診実施上の工夫）
％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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健診日数の拡大を行っている自治体（特定健診実施上の工夫）％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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受診者による健診日時の選択が可能な自治体

（特定健診実施上の工夫）％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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早朝健診を実施している自治体（特定健診実施上の工夫）
％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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夕方健診を実施している自治体（特定健診実施上の工夫）
％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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夜間健診を実施している自治体（特定健診実施上の工夫）
％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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休日（土日祭日）健診を実施している自治体

（特定健診実施上の工夫）％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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予約不要での健診を実施している自治体（特定健診実施上の工夫）
％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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女性専用健診日を設定している自治体（特定健診実施上の工夫）
％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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託児サービスを実施している自治体（特定健診実施上の工夫）
％

低 低 高 高 社会・経済
低 高 低 高 死亡率
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